
 

特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表 

 

胎内市長     

胎内市議会議長  

胎内市農業委員会 

胎内市教育委員会 

 

 女性の職業生活における活躍推進に関する法律（平成 27年法律第 64号）第 21条に基づき、女性の職

業選択に資する情報として、胎内市職員の状況を公表します。 

 

１ 受験者数及び採用者数 

  ・令和６年４月１日採用の職員採用競争試験の状況 

  ・一般行政職は事務職、医療職は保健師、理学療法士 

 

受験者数の女性割合 

職種区分 合計 うち女性 女性割合 

一般行政職 ３９人 ２１人  ５３.８％ 

技能労務職  ３人  ２人  ６６.７％ 

医療職  ４人  ３人  ７５.０％ 

合計 ４６人 ２６人  ５６.５％ 

 

採用者の女性割合 

職種区分 合計 うち女性 女性割合 

一般行政職  ６人  ５人  ８３.３％ 

技能労務職  ２人  ２人 １００.０％ 

医療職  ３人  ２人  ６６.７％ 

合計 １１人  ９人  ８１.８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 管理職及び各役職段階の職員数 

  ・令和６年４月１日に在職する職員の状況 

  ・医療職は保健師、看護師、助産師、管理栄養士、作業療法士、理学療法士 

   福祉職は保育士、保育教諭、介護支援専門員、療育相談員、社会福祉士 

   技能労務職は運転員、用務員、調理員等 

 

 職種区分 合計 うち女性 女性割合 

課長級 

一般行政職  １７人   ０人   ０.０％ 

医療職   １人   １人 １００.０％ 

合計  １８人   １人   ５.６％ 

参事・係長級 

一般行政職  ４４人   ６人  １３.６％ 

医療職   ３人   ３人 １００.０％ 

福祉職   ４人   ４人 １００.０％ 

合計  ５１人  １３人  ２５.５％ 

主幹・副主幹 

主査・主任級 

一般行政職 １１４人  ３０人  ２６.３％ 

医療職  １３人  １３人 １００.０％ 

福祉職  ２７人  ２４人  ８８.９％ 

技能労務職  ２９人   ７人  ２４.１％ 

合計 １８３人  ７４人  ４０.０％ 

主事級 

一般行政職  ６０人  ３６人  ６０.０％ 

医療職  １０人   ９人  ９０.０％ 

福祉職   ５人   ５人 １００.０％ 

技能労務職   ３人   ２人  ６６.７％ 

合計  ７８人  ５２人  ６６.７％ 

合計 ３３０人 １４０人  ４２.４％ 

（再掲） 

職種区分毎 

一般行政職 ２３５人  ７２人  ３０.６％ 

医療職  ２７人  ２６人  ９６.３％ 

福祉職  ３６人  ３３人  ９１.７％ 

技能労務職  ３２人   ９人  ２８.１％ 

 

３ 男性の配偶者出産休暇取得率及び平均取得日数（令和５年度の状況） 

  ・対象者：当該年度、新たに取得が可能となった職員 

  ・配偶者出産休暇：出産に伴う付き添いや、出生の届出等を行うために取得できる休暇。 

           入院の日から産後２週間の期間内で２日以内。 

 

取得者数／対象者数 取得率 平均取得日数 

１人／２人 ５０.０％ ２.０日 



 

４ 男性の育児参加休暇取得率及び平均取得率（令和５年度の状況） 

  ・対象者：当該年度、新たに取得が可能となった職員 

  ・育児参加休暇：妻が産前産後休暇の期間中に、生まれてくる子や就学前の子の養育のために取得で

きる休暇。出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は 14週間）前の日から産後８週間を経過する日

までの期間内で５日以内。 

 

取得者数／対象者数 取得率 平均取得日数 

１人／２人 ５０.０％ ３.１日 

 

５ 男性の配偶者出産休暇及び育児参加休暇の合計取得率並びに合計取得日数の平均日数 

（令和５年度の状況） 

  ・対象者：当該年度、新たに取得が可能となった職員 

 

取得者数／対象者数 取得率 平均取得日数 

２人／２人 １００.０％ ４.１日 

 

６ 育児休業の取得状況（令和５年度の状況） 

  ・対象者：当該年度、新たに取得が可能となった職員 

 

育児休業取得者数及び取得率 

男性 女性 

取得者数／対象者数 取得率 取得者数／対象者数 取得率 

１人／２人 ５０.０％ ８人／８人 １００.０％ 

 

育児休業の平均取得日数 

男性 女性 合計 

１４０.０日 ３５０.６日 ３２７.２日 

 

７ 超過勤務の状況（令和５年度の状況） 

職員１人あたり月平均時間（管理職を除く） 360時間超の職員数 

５.３６時間 ４人 

 

８ 年次有給休暇平均取得日数及び取得率 

  ・対象期間：令和５年１月１日～令和５年 12月 31日 

  ・取得率＝年次有給休暇の総取得日数÷年次有給休暇の残日数 

 

平均取得日数 取得率 

１２.１日 ３０.９％ 



 

９ 職員の給与の男女の差異の情報公表 

 

全職員に係る情報 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

 任期に定めのない常勤職員  ８５.０％ 

 上記以外の職員 １０２.４％ 

 全職員  ６７.６％ 

 

任期に定めのない常勤職員に係る役職段階別及び勤続年数別の情報役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

 本庁部局長・次長相当職   ０.０％ 

 本庁課長相当職  ９５.０％ 

 本庁課長補佐相当職  ９７.２％ 

 本庁係長相当職  ９５.２％ 

 

勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

 36年以上  ９７.３％ 

 31～35年  ９６.１％ 

 26～30年  ９０.０％ 

 21～25年  ９２.７％ 

 16～20年  ９８.９％ 

 11～15年 １０２.４％ 

 ６～10年  ９２.０％ 

 １～５年  ８３.８％ 

 

【説明欄】 

・当市においては、本庁部局長・次長相当職に相当する職員がいない。 

・勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出し

ている。 

・会計年度任用職員は、正職員の週あたりの勤務時間に対する比率で職員数を計算している。 

 

 

 

公表日：令和６年７月 23日 


